就任承諾書
令和　　年　　月　　日

公益財団法人山梨県学校給食会理事長　殿

住所　〒
氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
　私は、令和8年6月22日開催予定の貴法人の定時評議員会において、理事に選任された場合には、その就任を予め承諾致します。　

　また、裏面記載の各事項に該当していないことを誓約します。個人情報の取扱いについても同意します。
履歴書
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氏　名
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	生年月日
	S・H　　　　年　　　月　　　日　生
	年齢　　　　歳
	男・女

	現住所
	〒
	電話番号
	TEL
携帯
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	月
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公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律
（欠格事由） 

第六条 　前条の規定にかかわらず、次のいずれかに該当する一般社団法人又は一般財団法人は、公益認定を受けることができない。 

一 　その理事、監事及び評議員のうちに、次のいずれかに該当する者があるもの

イ　公益法人が第二十九条第一項又は第二項の規定により公益認定を取り消された場合において、その取消しの原因となった事実があった日以前一年内に当該公益法人の業務を行う理事であった者でその取消しの日から五年を経過しないもの

ロ　この法律、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律 （平成十八年法律第四十八号。以下「一般社団・財団法人法」という。）若しくは暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律 （平成三年法律第七十七号）の規定（同法第三十二条の三第七項 及び第三十二条の十一第一項 の規定を除く。）に違反したことにより、若しくは刑法 （明治四十年法律第四十五号）第二百四条 、第二百六条、第二百八条、第二百八条の三第一項、第二百二十二条若しくは第二百四十七条の罪若しくは暴力行為等処罰に関する法律（大正十五年法律第六十号）第一条、第二条若しくは第三条の罪を犯したことにより、又は国税若しくは地方税に関する法律中偽りその他不正の行為により国税若しくは地方税を免れ、納付せず、若しくはこれらの税の還付を受け、若しくはこれらの違反行為をしようとすることに関する罪を定めた規定に違反したことにより、罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなった日から五年を経過しない者

ハ　禁錮以上の刑に処せられ、その刑の執行を終わり、又は刑の執行を受けることがなくなった日から五年を経過しない者

ニ　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第二条第六号 に規定する暴力団員（以下この号において「暴力団員」という。）又は暴力団員でなくなった日から五年を経過しない者（第六号において「暴力団員等」という。）
一般社団法人及び一般財団法人に関する法律
（役員の資格等） 

第六十五条 　次に掲げる者は、役員となることができない。 

一 　法人 

二 　成年被後見人若しくは被保佐人又は外国の法令上これらと同様に取り扱われている者 

三 　この法律若しくは会社法 （平成十七年法律第八十六号）の規定に違反し、又は民事再生法 （平成十一年法律第二百二十五号）第二百五十五条 、第二百五十六条、第二百五十八条から第二百六十条まで若しくは第二百六十二条の罪、外国倒産処理手続の承認援助に関する法律 （平成十二年法律第百二十九号）第六十五条 、第六十六条、第六十八条若しくは第六十九条の罪、会社更生法 （平成十四年法律第百五十四号）第二百六十六条 、第二百六十七条、第二百六十九条から第二百七十一条まで若しくは第二百七十三条の罪若しくは破産法 （平成十六年法律第七十五号）第二百六十五条 、第二百六十六条、第二百六十八条から第二百七十二条まで若しくは第二百七十四条の罪を犯し、刑に処せられ、その執行を終わり、又はその執行を受けることがなくなった日から二年を経過しない者 

四 　前号に規定する法律の規定以外の法令の規定に違反し、禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わるまで又はその執行を受けることがなくなるまでの者（刑の執行猶予中の者を除く。）
＜個人情報の取扱いについて＞

認定を受けた後、公益認定が取り消された場合には、公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律（平成18年法律第49号）第6条に規定する欠格事由の審査に必要な範囲内で、欠格事由に該当する評議員、理事及び監事の氏名及び生年月日の情報を他の行政庁に提供する場合がありえます。
[参考]

公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法
（公益認定の取消し） 

第二十九条 　行政庁は、公益法人が次のいずれかに該当するときは、その公益認定を取り消さなければならない。 

一 　第六条各号（第二号を除く。）のいずれかに該当するに至ったとき。 

二 　偽りその他不正の手段により公益認定、第十一条第一項の変更の認定又は第二十五条第一項の認可を受けたとき。
暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律
（定義） 

第二条 　この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。 

六 　暴力団員　暴力団の構成員をいう。
刑法
（傷害） 

第二百四条 　人の身体を傷害した者は、十五年以下の懲役又は五十万円以下の罰金に処する。

（傷害致死） 

第二百五条 　身体を傷害し、よって人を死亡させた者は、三年以上の有期懲役に処する。 

（現場助勢） 

第二百六条 　前二条の犯罪が行われるに当たり、現場において勢いを助けた者は、自ら人を傷害しなくても、一年以下の懲役又は十万円以下の罰金若しくは科料に処する。 

（同時傷害の特例） 

第二百七条 　二人以上で暴行を加えて人を傷害した場合において、それぞれの暴行による傷害の軽重を知ることができず、又はその傷害を生じさせた者を知ることができないときは、共同して実行した者でなくても、共犯の例による。 

（暴行） 

第二百八条 　暴行を加えた者が人を傷害するに至らなかったときは、二年以下の懲役若しくは三十万円以下の罰金又は拘留若しくは科料に処する。 

（凶器準備集合及び結集） 

第二百八条の三 　二人以上の者が他人の生命、身体又は財産に対し共同して害を加える目的で集合した場合において、凶器を準備して又はその準備があることを知って集合した者は、二年以下の懲役又は三十万円以下の罰金に処する。

（脅迫） 

第二百二十二条 　生命、身体、自由、名誉又は財産に対し害を加える旨を告知して人を脅迫した者は、二年以下の懲役又は三十万円以下の罰金に処する。 

２ 　親族の生命、身体、自由、名誉又は財産に対し害を加える旨を告知して人を脅迫した者も、前項と同様とする。

（背任） 

第二百四十七条 　他人のためにその事務を処理する者が、自己若しくは第三者の利益を図り又は本人に損害を加える目的で、その任務に背く行為をし、本人に財産上の損害を加えたときは、五年以下の懲役又は五十万円以下の罰金に処する。

暴力行為等処罰に関する法律
第1条（目的）この法律は、集団的又は常習的に暴力行為等を犯し、又は凶器その他の危険な品物を携帯して暴力行為等を犯した者等を処罰することを目的とする
第2条（暴行等）①常習的に次の各号の罪を犯した者は、次の区分によって処罰する。＜改正2006．3．24＞
1．「刑法」第260条第1項（暴行）、第283条第1項（脅迫）、第319条（住居侵入、退去不応）又は第366条（財物損壊）の罪を犯した者は、1年以上の有期懲役
2．「刑法」第260条第2項（尊属暴行）、第276条第1項（逮捕、監禁）、第283条第2項（尊属脅迫）又は第324条（強要）の罪を犯した者は、2年以上の有期懲役
3．「刑法」第257条第1項（傷害）・第2項（尊属傷害）、第276条第2項（尊属逮捕、尊属監禁）又は第350条（恐喝）の罪を犯した者は、3年以上の有期懲役
②2人以上が共同して第1項各号に列挙された罪を犯したときは、各刑法本条に定めた刑の2分の1まで加重する。＜新設1962．7．14、1990．12．31、2006．3．24＞ 

③この法律違反（「刑法」各本条を含む。）で2回以上懲役刑を受けた者であって、再度第1項に列挙された罪を犯し、累犯として処罰する場合においても、第1項と同様とする。＜新設1990．12．31、2006．3．24＞
④第2項及び第3項の場合は、「刑法」第260条第3項及び第283条第3項を適用しない。＜新設1962．7．14、1990．12．31、2001．12．19、2006．3．24＞ 

  

第3条（集団的暴行等）①団体若しくは多衆の威力により、又は団体若しくは集団を仮装して威力を見せることにより第2条第1項に列挙された罪を犯した者又は兇器その他危険な物件を携帯してその罪を犯した者は、第2条第1項各号の例により処罰する。
<改正1962．7．14、1990．12．31、2006．3．24＞ 

②削除<2006．3．24＞
③常習的に第1項の罪を犯した者は、次各号の区分によって処罰する。＜改正2006．3．24＞
1．第2条第1項第1号に列挙された罪を犯した者は、2年以上の有期懲役
2．第2条第1項第2号に列挙された罪を犯した者は、3年以上の有期懲役
3．第2条第1項第3号に列挙された罪を犯した者は、5年以上の有期懲役
④この法律違反（「刑法」各本条を含む。）により2回以上懲役刑を受けた者であって、再度第1項の罪を犯し、累犯として処罰する場合においても第3項と同様とする。
